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定款一部変更に関するお知らせ 

  
当社は、平成 23 年５月 25 日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を平成 23 年６月 29

日開催予定の第 48 期定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせい

たします。  

記 

 

１．変更の目的 

(１) 当社事業の現状に即した見直しを行うとともに、今後の事業展開に備えるため、現行定款

第２条（目的）を変更するものであります。（変更案第２条） 

(２)  当社及び当社の国内連結子会社（株式会社アイペックス、ＤＪプレシジョン株式会社及

び松江第一精工株式会社）の決算期を変更して当社及び当社グループ会社の決算期を統

一することにより、当社グループの連結決算等の経営情報の精度を高め、導入した新基

幹情報システムによる全社一元管理を実現し、経営の効率化・迅速化を図るため、第 12
条（招集）、第 13 条（定時株主総会の基準日）、第 36 条（事業年度）、第 37 条（期末

配当および基準日）、第 38 条（中間配当および基準日）に所要の変更を行うものでありま

す。 

また、事業年度の変更に伴い、第 49 期事業年度は平成 23 年４月１日から平成 23 年 12
月 31 日までの９ヶ月間となるため、経過措置として附則を設けるものであります。（変

更案第 12 条乃至第 13 条、第 36 条乃至第 38 条および附則） 

 

２．変更の内容 

   変更の内容は別紙のとおりであります。 

 

３．変更の日程 

定款変更のための株主総会開催日 平成 23 年６月 29 日（水曜日） 
定款変更の効力発生日      平成 23 年６月 29 日（水曜日） 
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【別紙】 

定款変更の内容 

（下線は変更部分を示しております。） 

現行定款 変更案 

 
第１章  総 則 

 
第２条（目的） 

当会社は、次の事業を営むことを目的と

する。 
１．精密金型、精密治具の設計・製造・販売

（新設） 
 
 
２．精密機械及び精密自動機器の設計・製

造・販売 
３．精密電子部品用装置の設計・製造・販売

４．精密プラスチック及び金属製品製造・販

売 
５．精密組立部品製造・販売 
６．精密スタンピング部品製造・販売 
７．精密貴金属メッキ製造・販売 

（新設） 

 
８．上記各号に附随する一切の業務 

 
第１章  総 則 

 
第２条（目的） 

当会社は、次の事業を営むことを目的と

する。 
１．精密金型の設計・製造・販売 
２．精密電子部品、精密成形製品、精密組立

製品、精密機械および精密自動機器の設計・

製造・販売 
（削除） 

 
（削除） 
（削除） 

 
（削除） 
（削除） 

（削除） 
３．前各号に関連する部品ならびに製造機械

および装置の設計・製造・販売 
４．上記各号に附帯関連する一切の事業 

 

 
第３章  株主総会 

 
第 12 条（招 集） 

当会社の定時株主総会は、毎年６月に

これを招集し、臨時株主総会は、必要

あるときに随時これを招集する。 
第 13 条（定時株主総会の基準日） 

当会社の定時株主総会の議決権の基準

日は、毎年 3 月 31 日とする。 

 
第３章  株主総会 

 
第 12 条（招 集) 

当会社の定時株主総会は、毎年３月に

これを招集し、臨時株主総会は、必要

あるときに随時これを招集する。 
第 13 条（定時株主総会の基準日） 

当会社の定時株主総会の議決権の基準

日は、毎年 12 月 31 日とする。 
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現行定款 変更案 

 
第６章  計 算 

 
第 36 条（事業年度） 

当会社の事業年度は、毎年４月１日か

ら翌年３月 31 日までの１年とする。 
第 37 条（期末配当および基準日） 

当会社は、毎年３月 31 日を基準日とし

て、株主総会の決議によって、株主ま

たは登録株式質権者に対し、期末配当

金として剰余金の配当を行う。 
第 38 条（中間配当および基準日） 

当会社は、毎年９月 30 日を基準日とし

て、取締役会の決議によって、株主また

は登録株式質権者に対し、中間配当金と

して剰余金の配当を行うことができる。

 
第６章  計 算 

 
第 36 条（事業年度） 

当会社の事業年度は、毎年１月１日か

ら 12 月 31 日までの１年とする。 
第 37 条（期末配当および基準日） 

当会社は、毎年 12 月 31 日を基準日と

して、株主総会の決議によって、株主

または登録株式質権者に対し、期末配

当金として剰余金の配当を行う。 
第 38 条（中間配当および基準日） 

当会社は、毎年６月 30 日を基準日とし

て、取締役会の決議によって、株主また

は登録株式質権者に対し、中間配当金と

して剰余金の配当を行うことができる。

 

（新設） 

 
附則 
第１条 第 36 条の規定にかかわらず、第 49 期事

業年度は、平成 23 年４月１日から平成

23 年 12 月 31 日までの９ヶ月間とする。

 

第２条 第 38 条の規定にかかわらず、第 49 期事

業年度の中間配当の基準日は、平成 23
年９月 30 日とする。 

 

第３条 本附則第１条乃至第３条は、第 49 期事

業年度終了後にこれを削除する。 

 

 

 

    以  上 


